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1人当り部屋数 1．3 0．7 0．4
1人当りGNP USドル 2，740 800 180
出典　G．Sheehans　and　M．　Hopkins，Meeting　Basic　Needs：An　Examination
　　of　the　World　Situation　in　1970，　Jnternational　LabourReview，　Vol．　！17，
　　No．　5，　Sept．一〇ct．　1978
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た人間の基本的ニーズ（Basic　Human　Needs）を十分に供給することこそ，
国際社会正義論の最初の課題であろう轡
　実は，この問題に関連して，社会的基本財の内部の優先順位の見直しとい
う重要な問題が存在する。ロールズ自身も認めているとおり，社会的基本財
の中で自由が機会や所得（富）よりも絶対的に優先されるのは，「ある種の社
会的条件と，要求や物質的欲求が満たされ」たのちのこと，つまり一定の発
展段階に達した社会にお』いてである。（邦訳425ページ）
　すると，かかる社会的経済的条件が満たされていない貧しい人々を抱える
国際社会の場合には，八一ルズの設定した優先ルール（184ページ参照）は再
考しなければならない。つまり基本的ニーズの欠如に象徴されるような経済
的条件の重要性が，国際社会正義論では大きいのである。基本的ニーズの重
要性はベイツも指摘しているのであるが，さすがに彼も優先順位を再検討す
る問題にはふれていない。今後に残された課題といってよい。
　第4に，国際社会正義論を実現する国際社会機構の問題がある。国内社会
の場合には，通貨を発行し，徴税権限をもち，法を施行し，公共財を供給す
すと同時に再分配政策も実施する「政府」が存在するから，社会機構は一応
整備されている。国際社会の場合には，国連や一部の国際機関（世銀など）
を除いて，国際社会正義を実現する機関が存在しない。従って，社会機構の
整備を急がなければならない。
　資源の移転と開発を実施する機構として，パキスタンのウル・ハクが提唱
している世界開発庁（World　Development　Authority）構想が傾聴に値する。
バクはこれを国連の管轄下におき，（1）先進諸国からの（多国間）政府開発援
助と，（2）国際税収入とを財源として，資源移転の自動性（Autonomy）を確保
するような国際開発機関たらしめようとしている。国際税の対象項目として
（36）基本的ニーズについては，拙稿「基本的ニーズ戦略の意義と展望1，
　12巻第2，第4号（1980，1981）参照。
H」，本誌，第
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は，（1＞再生不能な資源の採掘，（2）国際自然環境の汚染，（3＞多国籍企業の活動，
（4）国際共有財産（海洋，宇宙空間）の利用，（5揮事支出への課税などが考え
　　　　　（37）
られている。
　当面は国連諸機関，UNCTAD，非同盟諸国会議における議論の積重ねが
重要であろう。たとえ正式の実施機関が新たに設立されなくとも，現行の機
関を有効に活用できれば，国際社会正義は実現の方向に向いうる。
】V　残された課題
　ロールジアンの国際社会正義論は，ロールズの『正義論』から出発して，
次のことを明らかにした。
　第1に，国際社会における密度の高まりという認識。これには各国間の相
互依存の拡大と，地球生態系の制約という二重の内容がある。
　第2に，国民国家・国民経済概念に支えられた国家視角（国力・国益）か
ら脱出した，グローバル・コミュニティ視角獲得の必要性。この視角転換の
バネとして，　「アイデンティティの政治学」が有効であろう。
　第3は，グローバルな意味における，各国民の市民的自由の尊重，あらゆ
る地位と職務への平等な機会の開放，絶対的貧困層または最貧国の利益を最
大にするような社会経済改革，という国際社会正義の原理。
　第4に，社会的基本財の中に基本的ニーズ（BHN）の充足を明示的に繰り
込むことによって，経済改革を具体化すること。
　第5は，国際社会正義を実現する機構を整備する必要性。これには，国際
税＝世界開発庁構想以外にも多様な構想が提出されるべきである。現行の
UNCTAD，非同盟諸国会議の討議が，社会機構誕生の母胎となるであろう。
　しかし同時に，国際社会正義論には残された課題も多い。
（37）拙稿「マハブブ・ウル・バクの歴史認識」，本誌，第13巻第1号（1981＞
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　理論的には三つの課題が残されている。
　第1に，原初状態の主体を国家とするのか個人とするのか。これは結局，
国家主権をどうみるのかという問題であり，アムドゥールの消極論とベイツ
の積極論を分けた争点でもある。
　第2に，社会的基本財における，市民の基本的自由と経済的平等の優先順
位の問題。これはまた，基本的ニーズ（BHN）充足の重要性をどこまで考慮
するかという問題につながる。
　第3に，本稿では深く扱わなかったが，公正な貯蓄原理の水準の決定方法。
これは資源の枯渇，環境の保全にも係わる世代聞の公正の問題である。
　現実的には更に三つの問題が存在する。
　第1に，先進国内部の現状維持派による「国際社会正義論」の忌避。彼
らは国内の社会正義論にはしぶしぶ賛成しても，世界全体の社会正義に対し
ては強行な拒否反応を示している。
　第2に，国益中心の経済援助，軍事援助。これが同じ援助でありながら，
貧困撲滅のための友愛型の援助とは異なり，国際社会正義にしばしば反する
ものであることは明らかであろう。しかし，多くの先進諸国の援助は依然と
してこのタイプのものである。
　第3に，開発途上国に広汎にみられる軍事独裁および圧政。これが国家を
主体とした国際社会正義論の基礎をほり崩している。
　こうした障害をひとつずつ乗り越えていった時，グローバル・コミュニテ
ィを基礎にして，国際社会正義論ははじめて開花するであろう。障害の克服
は決して容易ではないが，不可能ではない。新国際経済秩序（NIEO）論が真
に世界的な同意をとりつけるためには，この国際社会正義論を基礎にする必
要があるように思われる。
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